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判決年月日 平成22年11月16日 担 知的財産高等裁判所 第１部
当

事 件 番 号 平成22年（行ケ）第10169号 部

○ 乳酸菌飲料の包装用容器に関する立体商標の拒絶査定不服審判不成立審決が取り

消された事例

（関連条文） 商標法３条１項３号，同条２項

（事案の概要）

本件は，原告が，下記商標（以下「本願商標」という ）につき平成２０年９月３日付。

けで立体商標として商標登録出願（以下「本願」という ）をしたところ，拒絶査定を受。

けたので，これに対する不服の審判請求をしたが，特許庁から請求不成立の審決を受けた

ことから，その取消しを求めた事案である。

商標（立体商標）

（ ）第１図

（争点）

争点は，本願商標が商標法３条１項３号に該当する（その形状を普通に用いられる方法

で表示する標章のみからなる商標）ことを前提とした上で 「使用をされた結果需要者が，

何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができるもの （同条２項）」

に該当するか，である。

審決は，原告が使用する包装用容器には「ヤクルト 「Ｙａｋｕｌｔ」の文字商標が入」

っていて立体的形状のみが独立して自他商品識別力を獲得したものとは認められないと判

断したが，本判決は，次のとおり判示して審決を取り消した。

「本願商標のような立体的形状を有する商標（立体商標）につき商標法３条２項の適用

が肯定されるためには，使用された立体的形状がその形状自体及び使用された商品の分野

において出願商標の立体的形状及び指定商品とでいずれも共通であるほか，出願人による

相当長期間にわたる使用の結果，使用された立体的形状が同種の商品の形状から区別し得
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る程度に周知となり，需要者が何人かの業務に係る商品であることを認識することができ

るに至っていることが必要と解される。この場合，立体的形状を有する使用商品にその出

所である企業等の名称や文字商標等が付されていたとしても，そのことのみで上記立体的

形状について商標法３条２項の適用を否定すべきではなく，上記文字商標等を捨象して残

された立体的形状に注目して，独自の自他商品識別力を獲得するに至っているかどうかを

判断すべきである 」。

「以上の見地に立って本願商標について検討すると，本件容器を使用した原告商品は，

， ， ，本願商標と同一の乳酸菌飲料であり また同商品は 昭和４３年に販売が開始されて以来

驚異的な販売実績と市場占有率とを有し，毎年巨額の宣伝広告費が費やされ，特に，本件

容器の立体的形状を需要者に強く印象付ける広告方法が採られ，発売開始以来４０年以上

も容器の形状を変更することなく販売が継続され，その間，本件容器と類似の形状を有す

る数多くの乳酸菌飲料が市場に出回っているにもかかわらず，最近のアンケート調査にお

いても，９８％以上の需要者が本件容器を見て「ヤクルト」を想起すると回答している点

等を総合勘案すれば，平成２０年９月３日に出願された本願商標については，審決がなさ

れた平成２２年４月１２日の時点では，本件容器の立体的形状は，需要者によって原告商

品を他社商品との間で識別する指標として認識されていたというべきである。

そして，原告商品に使用されている本件容器には，赤色若しくは青色の図柄や原告の著

名な商標である「ヤクルト」の文字商標が大きく記載されているが，平成２０年及び同２

１年の各アンケート調査によれば，本件容器の立体的形状のみを提示された回答者のほと

んどが原告商品「ヤクルト」を想起すると回答していること，容器に記載された商品名が

明らかに異なるにもかかわらず，本件容器の立体的形状と酷似する商品を「ヤクルトのそ

っくりさん」と認識している需要者が存在していること等からすれば，本件容器の立体的

形状は，本件容器に付された平面商標や図柄と同等あるいはそれ以上に需要者の目に付き

やすく，需要者に強い印象を与えるものと認められるから，本件容器の立体的形状はそれ

自体独立して自他商品識別力を獲得していると認めるのが相当である 」。


